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１．凍土方式の陸側遮水壁の概要 
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凍土方式の陸側遮水壁の概要 

◇ 凍土遮水壁の目的は、汚染源に水を「近づけない」の重層的な対策の一つとし  
  て、汚染水が滞留している原子炉建屋内への地下水流入量を低減させることで 
  汚染水の増加を抑制すること。 
◇ 昨年８月から、地下水の流速が速い場合の対策、地下水位管理手法等について 
  の技術を実証中。 
◇ ６月を目処に本格施工着手、２０１４年度中の凍結開始を目指す。  

凍結プラント 

・延長    約1,500m 
・凍土量  約7万m３ 

凍土遮水壁 
 

凍土壁の全景及び断面 凍土壁関連予算 
2013年度予備費：約１３６億円 
2013年度補正  ：約１８３億円 
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凍土方式の陸側遮水壁の配置イメージ 
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100m 

凍結プラント仕様案（O.P.+35m盤に設置） 

総延長：約1,500m 

凍結プラント設置位置 

凍土遮水壁ライン 

海側遮水壁 
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凍結工法について 

ボーリング・ 
凍結管建込 配管整備 凍土遮水壁 

凍結開始 凍土造成完了 

（１）凍結工法とは 
 凍結工法とは、地盤中に所定の間隔で凍結管を埋設し、これに冷媒を循環させることで、凍

結管を中心として同心円状に土中の間隙水を凍結させ、凍土を造成する工法。 
 国内での凍結工法は、オープン掘削が不可能な都市部（シールドトンネル拡幅・接続部等）

における、掘削時の地山自立性確保のために多数の使用実績あり。 
 今回の凍土造成量は70,000m3程度であり、過去最大規模の40,000m3※程度を      
  上回るもの。 

 
 
（２）施工イメージ 

 
 

※都営10号線営団11号線九段下第二工区日本橋川河底部隧道築造防護凍結工事 
 （竣工年月：昭和５５年８月完了） 

○削孔には，井戸や杭の削孔で用
いられている汎用性があるロータ
リーパーカッション式のボ－リング
マシンを使用する。 



施工方式 

①凍土壁 ②粘土壁 ③グラベル（砕石）連壁 

透水係数  ０ｍ／ｓ １０－８～１０－９ｍ／ｓ   －※１ 

施
工
性

 

重機※２ 小型 大型 大型 

エリア調整 容易 困難 困難 

掘削土 ほぼ排出なし 汚染掘削土等 
が発生 

汚染掘削土等 
が発生 

工法概要 
一定間隔で凍結管を設置し、氷点下
数十度の冷却材を循環させ、凍土壁
を造成 

地盤を切削し、粘土を充填することで
粘土壁を構築 

地盤を切削し、砕石を充填。壁内にポ
ンプを設置し、上流の地下水を汲み上
げ、地下水位を管理。 

工期 約１８～２４ヶ月 約２４～３０ヶ月 約２４ヶ月 

施工エリア 全長約１，４００ｍ 全長約１，５００ｍ 全長約２，０００ｍ 
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◇ 平成２５年５月に、汚染水処理対策委員会において、陸側遮水壁の設置を決定。 
◇ 施工方式として、凍土壁、粘土壁、グラベル（砕石）連壁の３つを比較・検討し、遮水効果、施工性

などに優れる凍土方式が適切と判断。 

※１ グラベル連壁は水を通す設計であり、透水係数での比較は適さない 
※２ 重機が小型の場合、①建屋近傍設置に有利、②遮へい措置が可能なため、作業員被ばく対策も可能。 

凍土の造成 

凍結管 
凍土 

冷却材を循環 

粘土壁 
建屋 

グラベル連壁 
（壁内に汲み上げ用ポンプあ
り） 

（２m×２m） 

凍土壁施工重機 一般的な施工重機 一般的な施工重機 
（１５m×１５m） （１５m×１５m） 

陸側遮水壁の施工方式の比較 

汚染水処理対策委員会における陸側遮水壁に係る検討の経緯 



凍土壁に係る検討経緯 
 ５月３０日 汚染水処理対策委員会報告書 

「抜本策の柱として、プラント全体を取り囲む陸側遮水壁を設置すべき」 
 ７月 １日 第１回タスクフォース 

 凍土壁を構築する上での課題の洗い出し、ＦＳ事業の実施について議論 
 ８月 ８日 第２回タスクフォース 

 決定したＦＳ事業の実施に係る基本的な課題について議論 
 ８月 ９日 ＦＳ事業開始 
 ８月２０日 第３回タスクフォース 

  ＦＳ事業の詳細なスケジュール、施工方法等を議論 
 ９月 ３日 原子力災害対策本部「汚染水問題に関する基本方針」 

 「『凍土方式の陸側遮水壁の構築』について事業費全体を国が措置」 
 ９月１０日 「凍土方式の陸側遮水壁の構築」について予備費の措置を閣議決定 
１０月２５日  「凍土方式の陸側遮水壁の構築」事業開始 
１１月１５日 第４回タスクフォース 

 根入れ深度等の基本設計を提示 
１２月 ３日 第５回タスクフォース 

 基本設計、ＦＳ事業の進捗を議論 
１２月２０日 原子力災害対策本部「福島第一原発における廃炉・汚染水問題に対する追加対策」 

 「建屋付近への地下水の流入量を抑制するため、建屋の周りを囲む凍土方式の陸側遮水壁 
 について、国費を投入して、技術的課題を克服しつつ構築」 

１２月２０日 第６回タスクフォース 
 凍土壁の基本設計を決定、ＦＳ事業の進捗を議論 

 ２月 ６日 事業費残額を計上した補正予算成立 
 ２月２５日 第７回タスクフォース 

 凍土壁の実施計画、ＦＳで得られた知見について議論 
 ３月 ７日 原子力規制庁に｢福島第一原子力施設に係る実施計画｣の凍土壁に係る箇所について変更

申請 
 ３月１４日 小規模遮水壁（ＦＳ）凍結開始 
 ３月１８日 第８回タスクフォース 

水位管理、 ＦＳ事業の進捗を議論 

平成２５年 

平成２６年 
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全体スケジュール 
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平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成 

２８ 
年度 

平成 

２９ 
年度 

平成 

３０ 
年度 

平成 

３１ 
年度 

平成 

３２ 
年度 ８月 １０月 ４月 １０月 ４月 １０月 

実証試験 
 
基本設計 
 
詳細設計 
 
 
準備工 
 
 
 
本体工事 
 
 
 
 
運用 
  造成 
 
  維持 

ヤード整備等 

凍結管設置、プラント設置等 

凍結開始 凍結完了 



２．検討事項 
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検討事項 

試験施設で実証 

成立 

試験施設で実証 

福島第一原子力発電所と 
同程度以上の流速で成立 

福島第一原子力発電所 
敷地内で実証・データ収集中 

①埋設物存在箇所の 
施工の成立性 

②高地下水流速下での施工
技術の成立性 

③凍土壁閉合区域内の地下
水位の管理 

④現地での凍土壁の 
成立性 

福島第一原子力発電所 
敷地内で凍土壁構築実証中 

３月１４日に凍結開始 
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凍土壁の成立性確認 



検討事項 

①埋設物存在箇所の施工の成立性 
 （試験施設で実証） 

 地下埋設物が存在する場所での施工技術 
  の成立性を確認 
 昨年１２月末に試験が終了 

②高地下水流速下での施工技術の成立性 
 （試験施設で実証） 

凍結管 

温度計 

○試験概要 
■上部からの通水の速さ
及び冷却剤の温度を
変化させ、模擬地盤の
凍結状況をモニタリン
グ（温度） 

■凍結可能な限界の地
下水流速を評価 

 ０．１ｍ/日（福島第一原子力発電所におけ
る地下水流速と同程度）での凍結を確認 

 最大０．７ｍ/日での凍結を実際に確認 
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遮水壁構築に向けての課題 

③凍土壁閉合区域内の地下水位の管理 
（１）地下水位の管理に係る基本的な考え方 
凍土壁が完成すると、凍土壁内の地下水位は海側・山側が一定となり、同時に建屋内
に流入し水位が低下をしていく。 
その後、計画に沿った建屋水位の低下に伴い、地下水位も連動して低下していく。 
建屋水位が地下水位以下となっている状況を維持するため建屋内の滞留水をポンプで
くみ上げる。なお、水位管理リスクを更に小さくするため、地下水を注水するリチャージ
井を活用する。 
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検討事項 

③凍土壁閉合区域内の地下水位の管理（リチャージの効果） 

水
位

（
Ｏ
．
Ｐ
．
） 

月 月 

リチャージ有り リチャージ無し 

海側 

山側 

水
位

（
Ｏ
．
Ｐ
．
） 
Ｂ点 

Ａ点 

Ａ点 
Ｂ点 
建屋内水位 

Ａ点 
Ｂ点 
建屋内水位 

外側の水色枠は凍土壁 

Ｎ 
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検討事項 

④現地での凍土壁の成立性 

 福島第一原子力発電所敷地内で約１０メートル四方の凍土
壁を構築し、実際の地盤での凍結性能を確認。 

 ３月１４日から凍結を開始。 
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設置工事の様子 

凍結管（赤）と測温管（青） 

遠景 

配管回り 

凍結管 
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